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要旨：本論文の目的は、格差是正と自由競争に関する日本人の意識の重層的特徴について、大規模の全国調査
データを用いて分析し、その規定要因と含意を明らかにすることである。本稿では、格差是正と自由競争に関
する意識の重層的特徴を福祉意識の両価性の問題として定義し、格差是正と自由競争を同時に支持する人々は
どんな人々なのかを、自己利益仮説、イデオロギー的選好仮説、世代間の学歴移動仮説、家族主義仮説の四つ
の仮説を立てて検証した。分析の結果、以下のことが明らかになった。第一に、所得が高いほど自由競争に賛
成し、格差是正に反対する傾向がある。第二に、自民党の支持者は自由競争に賛成し、格差是正に反対する傾
向がある。第三に、世代間の学歴移動の効果は確認できず、本人の学歴が高学歴であるほど自由競争に賛成
し、格差是正に反対する傾向がある。第四に、娘と同居している 65歳以上の高齢者は、自由競争に賛成し、
格差是正に反対する傾向がある。本稿の分析結果の含意は、日本人の福祉意識を規定する要因として家族福祉
の要因に注目する必要があることを明らかにした点と、日本社会という文脈において自由競争と格差是正を同
時に支持する人々の存在は、矛盾というよりは自然な帰結として理解できることを指摘した点である。
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1 はじめに
本論文の目的は、格差是正と自由競争に関する日本人
の意識の特徴とその規定要因を、大規模の全国調査デー
タの分析を通じて明らかにすることである。
福祉政策に関する日本人の意識構造が重層的な特徴を
持っていることは、実証研究によってすでに指摘されて
いる。例えば、再分配の規模（高福祉か低福祉か）と再
分配の回路（再分配を実施する主体は民間なのか公共な
のか）に関して、高福祉を支持しながら民間部門中心の
再分配回路を支持する人々の存在が明らかになっている
（神山２００６）。また、福祉の充実による再分配政策と、
個人の努力を促すための所得格差を同時に支持する人々
の存在も明らかになっている（Sato２０１３）。このような
先行研究の知見は、日本人の福祉意識１）が、例えば「福
祉国家か自助努力か」といった一次元的な物差しでは十
分に説明できないことを示している。したがって、日本
人の福祉意識を理解するためには、まずその構造がどの
ような面で重層的になっているか、そしてその規定要因
は何なのかを分析して、意識構造の全体図を明らかにす
ることが必要である。そこで本研究は、福祉意識の中で
も格差是正と自由競争に関する意識に焦点を当てて、そ
の特徴と規定要因を明らかにすることを目的とする。
本稿の構成は次の通りである。第２節では、格差是正
と自由競争に関する意識の特徴をデータで示し、それを
福祉意識の両価性の問題として定義して本稿の解くべき
問題とする。第３節では、福祉意識の両価性の問題を解
くために、先行研究で検証が行われた三つの仮説と、本
稿が検証する家族主義仮説を設定する。第４節では、仮
設検証に用いる２０１５年社会階層と社会移動全国調査デー
タと変数の操作化、及び分析手法について説明する。第
５節では、四つの仮説の検証結果を説明する。第６節で
は、分析結果をまとめ、その含意について考察する。第
７節では、本研究の意義と今後の課題について述べる。
2 福祉意識の両価性
先行研究で指摘されてきた日本人の福祉意識の重層的
特徴、つまり、高福祉と民間部門中心の再分配回路を同
時に支持することや、再分配政策と所得格差を同時に支
持することなどを福祉意識の両価性（ambivalence of
welfare consciousness）の問題と呼ぶことにする。理論
的には一つの軸の両端を構成していて併存することがで
きない二つの意識が、経験的には併存していることが観
察された場合、それは両価性を示していると言える。そ
して、理論と経験的事実との間に不整合が生じたわけな
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ので、その両価性は解くべき問題である。
福祉意識の両価性の問題は、本稿が分析を行う２０１５年
社会階層と社会移動全国調査（The national survey of
Social Stratification and social Mobility）（以下、２０１５年
SSM調査）データでも確認することができる。
図１は、「今後、日本で格差が広がってもかまわない」
という意見と「富む者と貧しい者とのあいだの所得の格
差を小さくすべきだ」という意見に対して賛成か反対か
を聞いた質問の回答の分布を表したものである。「今
後、日本で格差が広がってもかまわない」という意見に
ついては、７１.４％（そう思わない＋どちらかといえばそ
う思わない）の人々が反対していて、「富む者と貧しい
者とのあいだの所得の格差を小さくすべきだ」という意
見については、６１.２％（そう思う＋どちらかといえばそ
う思う）の人々が賛成している。つまり、多くの人々は
「格差是正」を望ましいと考えるわけである。
しかし、図２が示すように、人々は「自由競争」も格
差是正ほど重要であると考えている。
図２は、「競争の自由をまもるよりも、格差をなくし
ていくことの方が大切だ」という意見と「チャンスが平
等にあたえられるなら、競争で貧富の差がついてもしか
たがない」という意見に対して賛成か反対かを聞いた質
問の回答の分布である。「競争の自由をまもるよりも、
格差をなくしていくことの方が大切だ」という意見につ
いては、４０.９％（そう思う＋どちらかといえばそう思
う）の人々が賛成していて、図１の結果と整合的であ
る。
ところが、「チャンスが平等にあたえられるなら、競
争で貧富の差がついてもしかたがない」という意見につ
いても、５１.３％（そう思う＋どちらかといえばそう思
う）の人々が賛成している。格差是正を望ましいと考え
る人々と同じくらいの比率で自由競争を望ましいと考え
る人々がいるわけである。
格差是正と自由競争に関する意見の分布をより詳しく
見るために、両変数をクロスしたものが表１のクロス表
である。
図１ 格差是正に関する意見の分布
図２ 格差是正と自由競争に関する意見の分布
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表１の太い実線は、格差是正と自由競争を同時に支持
する人々を示している。この人たちは、全体の１４.９％を
占めている。事実、多くの人々が格差是正と自由競争を
同時に支持しているのである。そして、この人々の存在
こそ、格差是正と自由競争に関する福祉意識の両価性の
問題の内容である。格差是正と自由競争は、理論的には
一つの軸の両端を構成する概念であり、併存することが
できない。しかし、２０１５年 SSM調査データから確認で
きるように、実際には併存している。この経験的事実に
対して何らかの説明を与える必要がある。つまり、本稿
の問いは次の通りである。なぜ多くの人々は、格差是正
と自由競争を同時に支持するのだろうか。格差是正と自
由競争を同時に支持する人々はどんな人々なのだろう
か。
さらに詳しい分析を行うために、表１のクロス表に基
づいて類型化を行う。類型化には、再分配政策と所得格
差に関する福祉意識の両価性の問題を研究した佐藤の類
型化を援用する（Sato２０１３）。表２は、それを示したも
のである。
まず、表１の太い破線で囲われている人々は、格差是
正を支持せず自由競争を支持する人々なので、「自由至
上主義者（libertarians）」と呼ぶことにする。次に、太
い実線で囲われている、格差是正と自由競争を同時に支
持する人々を「自由主義者（liberals）」と呼ぶことにす
る。もちろん、この用語法が適切なのかどうかの議論は
あり得るが、ここでは政治哲学的考察は省略して、「自
由至上主義者に比べて、格差是正を重視する人々」を自
由主義者と定義して用いることにする。次に、細い実線
で囲われている人々は、格差是正を支持していて自由競
争は支持しない人々なので、「平等主義者（egalitari-
ans）」と呼ぶことにする。最後に、細い破線で囲われて
いる、格差是正も自由競争も支持しない人々は、便宜上
「共同体主義者（communitarians）」と呼ぶことにする。
この命名に特別な意味はない。
以上の四つの類型に基づいて本稿の問いを言い直すと
次の通りである。なぜ日本人の多くは自由主義者なのだ
ろうか。どんな人々が自由主義者になるのだろうか。次
節ではそれを説明するいくつかの仮説について説明す
る。
3 仮説
格差是正と自由競争に関する福祉意識の両価性の問題
表１ 格差是正と自由競争に関する意見のクロス表
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注１）括弧は全体パーセント
表２ 格差是正と自由競争に関する福祉意識の類型化
格差是正
賛成 反対
自由
競争
賛成
自由主義者
（liberals）
自由至上主義者
（libertarians）
反対
平等主義者
（egalitarians）
共同体主義者？
（communitarians？）
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を分析するために、本稿では四つの仮説について検討を
行う。そのうち三つは先行研究で実証研究が行われた仮
説であり、一つは本稿で検証を行う仮説である。それぞ
れの仮説は、自己利益、イデオロギー的選好、学歴移
動、そして家族主義に注目する。
一つ目の仮説は自己利益（self-interest）に関する仮
説である。この仮説は、人々は自分が置かれている社会
経済的状況下で効用最大化を図ると仮定する。つまり、
福祉国家政策による恩恵を受けている、または恩恵を受
ける可能性がある人は、そうでない人に比べて、福祉国
家政策に賛成する傾向があると予想できる。例えば、高
所得者として高い税金を払っている人は、税負担が重い
にも関わらず、福祉国家政策の恩恵を受ける可能性が低
いので、福祉国家政策には賛成しないと予想できる。こ
の仮説を自己利益仮説（self-interest hypothesis）と呼
ぶことにする。自己利益仮説は、欧米の先行研究でその
妥当性が実証されている（e.g. Ponza et al.１９８８; Hasen-
feld and Rafferty１９８９; Andreß and Heien２００１; Bleke-
saune and Quadagno２００３）。表２の類型化にしたがって
自己利益仮説を言い直すと次の通りである。
仮説１：高所得者は、税負担が重いが福祉国家政策の
恩恵を受ける可能性は低いため、自由主義者
より自由至上主義者になる傾向がある。
二つ目の仮説はイデオロギー的選好（ideological pref-
erence）に関する仮説である。イデオロギー的選好と
は、公正な再分配の方法とは何かという社会正義（social
justice）の信念や価値観を意味する。この仮説では、
人々が社会正義の原理（social justice principles）の連
続体（continuum）上のどこかに位置付けできる信念や
価値観を持っていて、その信念や価値観にしたがって福
祉国家政策への賛否を決めると仮定する。ここで言う社
会正義の原理とは、ティトマスの市場原理の弊害を補正
するための「必要に基づく分配」の議論（Titmuss
［１９５８］１９６３＝１９７５）や、センの「功績に基づく分配」と
「必要に基づく分配」の議論（Sen１９７３＝１９７７）や、ド
イッチの「衡平（equity）、平等（equality）、必要（need）」
の議論（Deutsch１９７５）などで論じられる公正な再分配
の原理のことである。そして、社会正義の原理の連続体
とは、社会正義の諸原理の間には明確な境界が存在する
というよりは、完全な平等と完全な差別を両端とする
連続体を構成しているという理論である（Hochschild
１９８１）。この仮説によると、完全な平等の方により近い
信念を持っている人は福祉国家政策に賛成し、完全な差
別の方により近い信念を持っている人は福祉国家政策に
反対すると予想できる。この仮説をイデオロギー的選好
仮説（ideological preference hypothesis）と呼ぶことに
する。イデオロギー的選好仮説は、欧米と日本の先行研
究でその妥当性が実証されている（e.g. Groskind１９９４;
Feldman and Steenbergen ２００１ ; Blekesaune and
Quadagno２００３; 武川２００６）。
ただし、イデオロギー的選好仮説の検証には、イデオ
ロギー的選好変数をどのように操作化するかという問題
が付きまとう。というのも、イデオロギー的選好を測定
する変数と福祉意識を測定する変数とを区分することが
難しいからである。例えば、「貧しい者への福祉をより
充実すべきだ」という意見に対する考えを聞いた質問
は、イデオロギー的選好を測定する変数なのか福祉意識
を測定する変数なのか明確に区分することが難しい。本
稿ではこの問題については踏み込まず、支持政党変数を
用いることでこの問題を回避する。支持政党変数は、福
祉意識自体を測定する変数ではない上に、各政党が主張
する経済政策を社会正義の原理として解釈できるからで
ある。例えば、自由民主党（以下、自民党）は２０００年代
に与党として、いわゆる「聖域なき構造改革」というス
ローガンのもとで規制緩和による構造改革を進めた政党
である。このような政党の支持者は、社会正義の原理の
連続体上では完全な差別の方により近い信念を持ってい
ると仮定できる。したがって、本稿が検証するイデオロ
ギー的選好仮説は、次の通りである。
仮説２：自由民主党の支持者は、完全な平等より完全
な差別の方に近い信念を持っているので、自
由主義者より自由至上主義者になる傾向があ
る。
三つ目の仮説は、世代間の学歴移動（intergenerational
educational mobility）に関する仮説である。この仮説
は、世代間移動の経験が人々の意識に重要な影響を与え
るという知見（数土２００９）に基づいている。個人の学
歴達成は、それ自体の高低よりも、父親の学歴達成と比
較して上昇したか下降したかによって、当該人の意識に
影響を与えるという知見である。例えば、学歴の上昇移
動を経験した人は、その成功を自分の努力の結果として
受け止めるので、それを否定しかねない福祉国家政策に
は反対し、学歴の下降移動を経験した人は、競争から淘
汰された感覚から保護の必要性を感じ、福祉国家政策に
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賛成すると予想できる（Sato２０１３）。この仮説を世代間
の学歴移動仮説（intergenerational educational mobility
hypothesis）と呼ぶことにする。
仮説３ａ：学歴の上昇移動を経験した人は、それを自
分の努力による成功として受け止めるの
で、自由主義者より自由至上主義者になる
傾向がある。
仮説３ｂ：学歴の下降移動を経験した人は、競争から
淘汰された感覚から保護の必要性を感じ、
自由至上主義者より自由主義者になる傾向
がある。
四つ目の仮説は、家族主義（familism）２）に関する仮説
である。この仮説は、日本の福祉国家が家族主義的特徴
を有しているという知見（Wilensky１９７５＝１９８４; Esping
-Andersen１９９０＝２００１,１９９９＝２０００）に基づいている。
福祉国家の家族主義的特徴とは、家族や地域のボランタ
リーな組織が政府に代わって福祉供給主体として機能す
ることを意味する。日本は GDPに占める社会的支出の
割合が低く福祉制度がカバーする範囲が限定的で給付水
準も低いなど福祉国家の貧弱性が目立つが、それは仏教
や儒教に基づく家族的・共同体的連帯と義務、すなわち
家族主義的特徴を有しているからだと説明される
（Esping-Andersen１９９０＝２００１）。つまり、日本の福祉国
家の特徴は、家族のつながりの中から生まれる福祉が国
家や市場の失敗を補う役割を果たし、セーフティネット
として機能している点である。
このような家族主義のもとでは、家族が提供する福祉
を享受できる人とそうでない人との間に福祉意識の差が
生じると仮定できる。なぜならば、家族がセーフティ
ネットとして機能する場合、競争から淘汰された者の救
済は家族が担当すれば良いので、家族が提供する福祉を
享受できる人にとって自由競争の推奨は必ずしも福祉の
後退を意味しないからである。反対に、家族が提供する
福祉を享受できない人は、自由競争から淘汰された者の
救済を福祉国家政策に期待すると予測できる。この仮説
を家族主義仮説（familism hypothesis）と呼ぶことにす
る。
本稿の分析では、家族主義仮説の操作化に成人子供と
の同居変数を用いる。成人した子供と同居していれば、
衣食住にかかる経済的費用、看病や介護などの世話、孤
独感の軽減などの精神的安定、といった福祉が期待でき
る。したがって、成人子供との同居は、家族が提供する
福祉を享受できる必要条件であると考えることができ
る。この操作化に基づいて家族主義仮説を言い直すと次
の通りである。
仮説４：成人した子供と同居する場合、家族という
セーフティネットがあるため、自由主義者よ
り自由至上主義者になる傾向がある。
4 データと方法
仮説の検証に使用するデータは、２０１５年 SSM調査
データである３）。２０１５年 SSM調査の母集団は、２０１４年１２
月末時点で日本に在住する満２０歳から７９歳まで（昭和１０
年から平成６年生まれ）の日本国籍を持つ男女である。
標本の抽出方法は、住民基本台帳を用いた層化２段無作
為抽出法である。調査方法は、訪問面接調査と留置調査
を併用している。調査時期は２０１５年１月から２０１５年７月
までの間に３回に分けて実施された。有効回収数は７,８１７
票、有効回収率は５０.１％４）である。
分析に使用する統計モデルは、多項ロジットモデル
（multinomial logit model）である。従属変数には、格差
是正と自由競争に関する意見をクロスして、自由至上主
義者、自由主義者、平等主義者、共同体主義者の四つの
カテゴリーに類型化したものを用いる５）。本稿の目的
は、福祉意識の両価性を示す自由主義者の人々はどんな
人々なのかを分析することなので、自由主義者カテゴ
リーと他のカテゴリーとを比較してその規定要因を分析
できる多項ロジットモデルの使用は適切である。特に本
稿の分析では、自由至上主義者を参照カテゴリーにして
自由主義者と自由至上主義者とを対照させる。
分析では、分析対象を６５歳未満と６５歳以上に分けて分
析する。その理由は二つある。一つ目は、世代間の学歴
移動仮説を検証した先行研究との比較を行うためであ
る。佐藤は、２０１０年格差と社会意識についての全国調査
（以下、SSP-P２０１０）データを用いて世代間の学歴移動
仮説を検証した（Sato２０１３）。SSP-P２０１０の調査対象
は、２０１０年１月１日現在で満２０歳～５９歳の男女である。
SSP-P２０１０の調査時期は２０１０年１～２月であり、２０１５年
SSM調査時期は２０１５年１～７月なので、両調査の間に
はちょうど５年のズレがある。したがって、佐藤の検証
結果と本稿の検証結果を比較するためには、本稿の分析
対象を６５歳未満と６５歳以上に分けて、６５歳未満の分析結
果と比較する必要がある。二つ目の理由は、家族主義仮
説の検証のためである。家族主義仮説では、成人した子
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供と同居することを、家族が提供する福祉を享受できる
必要条件であると仮定しているが、そもそも成人した子
供と同居できるのは高齢者である。したがって、家族主
義仮説の検証は６５歳以上の引退世代に限定して行うこと
にする。
次に、分析に用いる独立変数とその操作化について説
明する。
まず、性別と年齢は統制変数として用いる。仮説１の
自己利益仮説の検証には、世帯所得の自然対数を用い
る。仮説２のイデオロギー的選好仮説の検証には、支持
政党変数を用いる。自民党、公明党、民主党、維新の
党、日本共産党（以下、共産党）以外の政党（社会民主
党、次世代の党、生活の党、その他）は支持者数が少な
かったので「その他」に括って一つの変数とする。
仮説３の世代間の学歴移動仮説の検証には、世代間の
学歴移動を、上昇移動、移動なし、下降移動の三つのカ
テゴリーに操作化した変数を用いる。操作化の方法は、
佐藤が行ったものと同じ方法で行う（Sato２０１３）。佐藤
の操作化では、本人の学歴達成と父親の学歴達成の判定
基準が異なる。本人の学歴達成は、高卒以下を低学歴、
短大・高専卒以下を中学歴、大卒以上を高学歴に分類
し、父親の学歴達成は、中卒以下を低学歴、高卒以下を
中学歴、短大・高専卒以上を高学歴に分類する６）。この
ような操作化は、戦後高学歴化が進んだことを考えると
妥当であろう。本人の学歴達成と父親の学歴達成から学
歴移動変数を作成する。
仮説４の家族主義仮説の検証には、成人した子供との
同居変数を用いる。２０歳以上の子供一人以上と同居して
いる場合を成人子供と同居しているとし、子供はいるが
同居していない、または子供がいない、を成人子供と同
居していないとして変数を作成する。分析では、息子と
娘を分けて分析する。つまり、２０歳以上の息子と同居し
ているか否か、２０歳以上の娘と同居しているか否かの変
数を作成して分析を行う。
5 分析結果
５.１ ６５歳未満の分析結果
まず、分析対象を６５歳未満に限定した場合の分析結果
について説明する。
表３は、分析に用いた変数の記述統計をまとめたもの
である。自由主義者は７１７人（３２.４％）、自由至上主義者
は８１３人（３６.７％）、平等主義者は５７６人（２６.０％）、共同
体主義者は１０８人（４.９％）で、自由至上主義者の割合が
もっとも高く、次に自由主義者、平等主義者、共同体主
義者の順に多い。
表４は、世帯所得変数を用いた多項ロジットモデルの
分析結果である。従属変数の参照カテゴリーは自由至上
主義者であり、自由主義者と対照させている。表４のモ
デル１は、世帯所得を独立変数としたモデルの分析結果
である。モデル１の分析結果は、世帯所得が自由至上主
義者と自由主義者との間の選択に影響していることを示
している。つまり、所得が高いほど自由主義者より自由
至上主義者になる傾向がある。一方、本人の学歴変数を
追加したモデル２では、世帯所得の効果が弱まり、本人
の学歴が強く影響している。高学歴者は中学歴者に比べ
て自由至上主義者になる傾向がある。本人の学歴変数の
表３ 従属変数と独立変数の記述統計
（分析対象は６５歳未満）
度数 パーセント
格差是正と自由競争に関する
福祉意識の類型
自由主義者 ７１７ ３２.４
自由至上主義者 ８１３ ３６.７
平等主義者 ５７６ ２６.０
共同体主義者 １０８ ４.９
性別
男性 ２４３５ ４４.８
女性 ２９９７ ５５.２
年齢
２０－３４ １２２０ ２２.５
３５－４９ ２０７７ ３８.２
５０－６４ ２１３５ ３９.３
支持政党
自由民主党 １２８９ ２４.５
民主党 ２６１ ５.０
公明党 ２０７ ３.９
維新の党 １９３ ３.７
日本共産党 １１５ ２.２
その他 ６３ １.２
支持政党なし ３１３９ ５９.６
本人学歴
低学歴（高卒以下） ２４０３ ４４.２
中学歴（短大・高専卒以下） １４０８ ２５.９
高学歴（大卒以上） １６２１ ２９.８
父親学歴
低学歴（中卒以下） １５１６ ３２.６
中学歴（高卒以下） １９０１ ４０.９
高学歴（短大・高専卒以上） １２３１ ２６.５
学歴移動
上昇 １１２０ ２４.１
移動なし ２２９９ ４９.５
下降 １２２９ ２６.４
n 平均 標準偏差
世帯所得
（単位：１０,０００円）
３８８４ ６５２.９６ ４１７.８２
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係数が比較的に大きいことを考えると、本人の学歴が福
祉意識を規定する重要な要因であることが示唆される。
表４の分析結果を整理すると、第一に、福祉意識を規
定する要因として、本人の学歴に注目する必要がある。
第二に、世帯所得は福祉意識を規定する要因であり、本
人の学歴を統制した後もその効果が残る。したがって、
仮説１の自己利益仮説は支持される。
表５は、支持政党変数を用いた多項ロジットモデルの
分析結果である。世帯所得と本人の学歴は統制変数とし
て投入している。支持政党変数の分析結果を見ると、自
民党支持者は、自由主義者より自由至上主義者になる傾
向がある。つまり、イデオロギー的選好は、福祉意識を
規定する要因と言える。イデオロギー的選好の効果は、
他の政党の分析結果からも確認できる。例えば、維新の
党の支持者は、自民党支持者と同様に、自由主義者より
自由至上主義者になる傾向がある。維新の党は、福祉に
おける政府の関与を最小限に縮小する、いわゆる「小さ
な行政機構」の実現を基本政策としている政党であ
る７）。 逆に、社会保障制度の充実と確立を党の綱領とし
ている共産党の支持者は、自由至上主義者より平等主義
者になる傾向が明確に表れている。以上の分析結果か
ら、仮説２のイデオロギー的選好仮説は支持される。
表６は、世代間の学歴移動変数を用いた多項ロジット
モデルの分析結果である。表６のモデル１は、学歴移動
を独立変数としたモデルの分析結果である。モデル１の
分析結果は統計的に有意であるとは言い難いが、世代間
の学歴移動が自由至上主義者と自由主義者との間の選択
に影響していることを示唆している。つまり、学歴の上
昇移動を経験した人は、自由主義者より自由至上主義者
になる傾向があり、学歴の下降移動を経験した人は、自
由至上主義者より自由主義者になる傾向があるように見
える。
ところが、本人の学歴を統制したモデル２では、学歴
移動の効果が完全に消えている。つまり、学歴移動の要
因は、本人の学歴に比べると福祉意識に与える影響は無
視できるという結果である。この分析結果から、仮説３
表４ 世帯所得変数を用いた多項ロジットモデル
（分析対象は６５歳未満）
モデル１ モデル２
自由主義者 平等主義者 共同体主義者 自由主義者 平等主義者 共同体主義者
定数 ４.５４１＊＊＊ ４.２０２＊＊ １.７８５ ３.１３８ ２.７４４ .３５５
性別（ref. 女性） －.７２３＊＊＊ －.８６８＊＊＊ －.７３９＊＊ －.５８９＊＊＊ －.７５０＊＊＊ －.６６２＊＊
年齢（ref.２０－３４）
３５－４９ －.１１８ .０６０ －.２６３ －.２４７ －.０６３ －.３６０
５０－６４ .３１１† .９３１＊＊＊ .００７ .１４３ .７６４＊＊＊ －.１２５
ln（世代所得） －.２８２＊＊ －.２９１＊＊ －.２１４ －.１７５＊ －.１８４＊ －.１１４
本人学歴（ref. 中学歴）
低学歴 .１３２ .２０４ .２２４
高学歴 －.７３０＊＊＊ －.６３１＊＊＊ －.４０９
n １６０３ １６０３
－２Loglikelihood １０８１.３９３ １７４３.８８８
擬似決定係数（McFadden） .０３１ .０４３
†p＜.１ ＊p＜.０５ ＊＊p＜.０１ ＊＊＊p＜.００１
注１）従属変数の参照カテゴリーは、自由至上主義者
表５ 支持政党変数を用いた多項ロジットモデル
（分析対象は６５歳未満）
自由主義者 平等主義者共同体主義者
定数 ２.７５４＊＊ ２.２１２＊ －.３４６＊
性別（ref. 女性） －.５４４＊＊＊ －.７０８＊＊＊ －.５６１
年齢（ref.２０－３４）
３５－４９ －.２１６ －.０５６ －.３０４
５０－６４ .１８２ .７６４＊＊＊ －.００５
ln（世代所得） －.１４４＊ －.１４４＊ －.０５９
本人学歴（ref. 中学歴）
低学歴 .１４１ .２１５ .２２６
高学歴 －.６８６＊＊＊ －.５６２＊＊ －.３８１
支持政党（ref. なし）
自由民主党 －.４７５＊＊＊ －.９３４＊＊＊ －.７７０＊
民主党 .３４４ .８３０＊＊ －.６１８
公明党 .４７２ .８６９＊ .６７１
維新の党 －.７７７＊＊ －.７５４＊ －１.３１３†
日本共産党 .９９３† ２.０００＊＊＊ .８４９
その他 －.７６７ －.４１８ －.５２４
n＝
－２Loglikelihood＝
擬似決定係数（McFadden）＝
１５９０
２４９１.７９７
.０７０
†p＜.１ ＊p＜.０５ ＊＊p＜.０１ ＊＊＊p＜.００１
注１）従属変数の参照カテゴリーは、自由至上主義者
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aと３bの世代間の学歴移動仮説は支持されない。
５.２ ６５歳以上の分析結果
次に、仮説４の家族主義仮説を検証するために、分析
対象を６５歳以上に限定した分析結果について説明する。
家族主義仮説の検証は６５歳以上を分析対象にしている
ため、６５歳未満を分析対象にした場合の変数の操作化と
操作化の方法が少し異なる。まず、本人の学歴変数は、
分析対象が高齢者であることを考慮して、６５歳未満を分
析対象にした場合の父親の学歴変数と同じ方法で作成す
る。つまり、中卒以下を低学歴（３１.３％）、高卒以下を
中学歴（４５.１％）、短大・高専卒以上を高学歴（２３.６％）
に分類する。次に、支持政党変数は、自民党以外の政党
を一括りにして、自民党支持者（３８.９％）、自民党以外
の政党の支持者（２５.０％）、支持政党なし（３６.１％）に分
類する。これは、６５歳未満の分析結果、自民党支持者の
割合がもっとも高く、自民党を支持することが福祉意識
に与える効果が明確だったからである。６５歳以上の分析
では、自民党の支持者であることが福祉意識に与える効
果だけに焦点を当てる。
以上のように操作化を行って作成した変数の記述統計
をまとめたものが、表７である。
まず、従属変数の記述統計を見ると、自由主義者は４１５
人（４０.４％）、自由至上主義者は２６１人（２５.４％）、平等主
義者は２９０人（２８.２％）、共同体主義者は６１人（５.９％）で
ある。もっとも割合が高いのは自由主義者であり、次に
平等主義者、自由至上主義者、共同体主義者の順に多
い。６５歳未満を分析対象にした場合、それぞれの類型が
占める割合は、自由至上主義者がもっとも高く、次に自
表６ 学歴移動変数を用いた多項ロジットモデル
（分析対象は６５歳未満）
モデル１ モデル２
自由主義者 平等主義者 共同体主義者 自由主義者 平等主義者 共同体主義者
定数 ３.８９０＊＊ ３.４３８＊＊ １.２０８ ３.０５４＊＊ ２.４８３＊ －.１３３
性別（ref. 女性） －.６４６＊＊＊ －.８２３＊＊＊ －.６９３＊＊ －.５７２＊＊＊ －.７８１＊＊＊ －.６９８＊
年齢（ref.２０－３４）
３５－４９ －.１６２ .０７６ －.３０３ －.３３７† －.０８６ －.５０１
５０－６４ .３１６† １.０１３ .１３９ .０４７ .７５４＊＊＊ －.１９４
ln（世代所得） －.２４３＊＊ －.２５５＊＊ －.２０５ －.１６７＊ －.１７９＊ －.１１７
学歴移動（ref. なし）
上昇 －.２７３† －.１０７ .６０３＊ .１３５ .２９５ １.２０２＊＊
下降 .３３３＊ .５０８＊＊ .６３２† －.０１８ .１７７ .１６５
本人学歴（ref. 中学歴）
低学歴 .１７８ .３０６ .７９４†
高学歴 －.８００＊＊＊ －.６２１＊＊ －.５２２
n １４１８ １４１８
－２Loglikelihood １６９６.００７ ２１１４.３２２
擬似決定係数（McFadden） .０３７ .０４８
†p＜.１ ＊p＜.０５ ＊＊p＜.０１ ＊＊＊p＜.００１
注１）従属変数の参照カテゴリーは、自由至上主義者
表７ 従属変数と独立変数の記述統計
（分析対象は６５歳以上）
度数 パーセント
格差是正と自由競争に関する
福祉意識の類型
自由主義者 ４１５ ４０.４
自由至上主義者 ２６１ ２５.４
平等主義者 ２９０ ２８.２
共同体主義者 ６１ ５.９
性別
男性 １１３３ ５２.５
女性 １２５２ ４７.５
本人学歴
低学歴（中卒以下） ７４６ ３１.３
中学歴（高卒以下） １０７４ ４５.１
高学歴（短大・高専卒以上） ５６３ ２３.６
支持政党
自由民主党 ８９１ ３８.９
その他 ５７１ ２５.０
支持政党なし ８２６ ３６.１
成人子供との同居
息子と同居 ６０５ ２５.４
息子と同居していない １７８０ ７４.６
娘と同居 ３６６ １５.３
娘と同居していない ２０１９ ８４.７
n 平均 標準偏差
世帯所得（単位：１０,０００円） １６９０ ４４０.９６ ４２９.８２
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由主義者、平等主義者、共同体主義者の順に多かった。
つまり、６５歳以上の引退世代は、６５歳未満の現役世代に
比べて、自由競争には反対し、格差是正には賛成してい
ると言える。
次に、成人した子供との同居変数は、息子との同居と
娘との同居を区分して作成する。息子と同居している比
率は全体の２５.４％（６０５人）、娘と同居している比率は全
体の１５.３％（３６６人）である。そして、表７では示して
いないが、息子と娘を区分せずに、成人した子供と同居
している比率は、全体の３８.６％（９２０人）であった。
表８は、成人子供との同居変数を用いた多項ロジット
モデルの分析結果である。このモデルには、性別、本人
の学歴、支持政党変数を統制変数として投入している。
これらの変数は、６５歳未満を対象にした分析でその効果
を確認したからである。
統制変数の分析結果から、家族主義仮説以外の仮説の
検証結果が確認できる。まず、世帯所得の効果は確認で
きないので、仮説１の自己利益仮説は支持されない。次
に、表８には示されていないが、世代間の学歴移動変数
は効果が確認できなかったので、仮説３aと３bの世代
間の学歴移動仮説も支持されない。一方、前節の分析結
果と同様に、本人の学歴は強く影響している。中学歴者
は低学歴者に比べて自由至上主義者になる傾向がある。
６５歳未満を対象にした分析結果では、高学歴者が中学歴
者に比べて自由至上主義者になる傾向があることを確認
したが、６５歳未満の分析結果と６５歳以上の分析結果は内
容的には同じである。つまり、本人の学歴が高いほど、
自由競争には賛成し、格差是正には反対する。次に、自
民党支持者の効果の場合、係数の方向は、自民党支持者
は自由至上主義者になる傾向があることを示している
が、統計的には有意ではないので、仮説２のイデオロ
ギー的選好仮説は支持されない。
成人した子供との同居が福祉意識に与える影響は、そ
れが息子との同居なのか娘との同居なのかによって異な
る。息子と同居していることは、福祉意識に影響を与え
ない。しかし、娘と同居する場合、自由主義者より自由
至上主義者になる傾向がある。つまり、仮説４の家族主
義仮説は、成人子供が娘である場合に限って支持され
る。
6 考察
仮説の検証結果を整理すると次の通りである。
まず、自己利益仮説、すなわち所得が高いほど自由主
義者より自由至上主義者になる傾向があるという仮説
は、６５歳未満の現役世代において支持された。６５歳未満
の現役世代では、所得が高いほど自由競争には賛成し、
格差是正には反対する傾向がある。本稿で示した分析結
果は世帯所得を用いた場合の分析結果であるが、回答者
表８ 成人子供との同居変数を用いた多項ロジットモデル
（分析対象は６５歳以上）
モデル１ モデル２
自由主義者 平等主義者 共同体主義者 自由主義者 平等主義者 共同体主義者
定数 －.３１６ －.６０８ －３.０９９ －.８１５ －.９００ －４.０８２
性別（ref. 女性） －.５５４＊＊ －.７４４＊＊ －.１０６ －.５３１＊＊ －.７７３＊＊＊ －.０７１
ln（世代所得） .０５５ .０３５ .０５７ .０９６ .０６３ .１３８
本人学歴（ref. 中学歴）
低学歴 １.３８８＊＊＊ １.３９７＊＊＊ ２.１３６＊＊＊ １.３９７＊＊＊ １.３９１＊＊＊ ２.１４７＊＊＊
高学歴 －.２７２ .１９３ －.０９１ －.３０５ .１８６ －.１５３
支持政党（ref. なし）
自由民主党 －.２０５ －.４７１† .０２６ －.１７８ －.４４７† .０６０
その他 .１３３ .６３６＊ .０３９ .１５１ .６４３＊ .０７２
息子との同居
（ref. 同居していない）
息子と同居 .３８４ .６７３＊ .７４９†
娘との同居
（ref. 同居していない）
娘と同居 －.７１２＊＊ .１６０ －１.３３０†
n ７３８ ７３８
－２Loglikelihood １１９０.７３９ １１３５.４７４
擬似決定係数（McFadden） .０５６ .０６０
†p＜.１ ＊p＜.０５ ＊＊p＜.０１ ＊＊＊p＜.００１
注１）従属変数の参照カテゴリーは、自由至上主義者
福祉意識の両価性とその規定要因 49
本人の所得を用いた場合でも分析結果は変わらない。
次に、イデオロギー的選好仮説、すなわち自民党の支
持者は、自由主義者より自由至上主義者になる傾向があ
るという仮説は、６５歳未満の現役世代において支持され
た。完全な平等と完全な差別からなる社会正義の原理の
連続体を仮定すると、例えば自民党や維新の党の支持者
は完全な差別の方に近い信念を持っていて、共産党の支
持者は完全な平等の方に近い信念を持っていると仮定で
きる。そして、自民党や維新の党の支持者は自由競争に
賛成し、格差是正に反対する傾向があり、共産党の支持
者は自由競争に反対し、格差是正に賛成する傾向があ
る。
次に、世代間の学歴移動仮説、すなわち学歴の上昇移
動を経験した人は、自由主義者より自由至上主義者にな
る傾向があり、学歴の下降移動を経験した人は、自由至
上主義者より自由主義者になる傾向があるという仮説は
支持されなかった。世代間の学歴移動による効果は、本
人の学歴を統制する前は確認できるが、統制後には消え
てしまう。本人の学歴の効果は、高学歴であるほど自由
競争に賛成し、格差是正に反対する傾向がある。
最後に、家族主義仮説、すなわち成人した子供と同居
する場合、自由主義者より自由至上主義者になる傾向が
あるという仮説は、同居しているのが娘であればという
条件付きで支持された。娘と同居している６５歳以上の高
齢者は、自由競争には賛成し、格差是正には反対する傾
向がある。娘と同居している場合のみ効果が現れたの
は、息子に比べて、娘から提供される物質的・精神的福
祉の効用がより大きいからだと解釈できる。家族内にお
いて、食事の用意や洗濯や掃除などの身の回りの世話、
介助や介護などの仕事の担い手が主に女性であること、
息子に比べて娘と会話の頻度が高いことなどを考えると
妥当な解釈であろう。
以上の仮説検証結果に基づいて、なぜ日本人の多くは
自由主義者なのだろうか、どんな人々が自由主義者にな
るのだろうかという本稿の問いに答えると次の通りであ
る。つまり、自由主義者は自由至上主義者に比べて、所
得が低く、平等志向の信念を持っていて、学歴が低く、
家族福祉を期待できない人々である。では、この解答は
何を意味するのだろうか。
本稿の分析結果の含意は二つある。一つは、日本人の
福祉意識を規定する要因としての家族福祉の重要性であ
り、もう一つは、福祉意識の両価性の問題を捉える観点
に対する含意である。
本稿では、家族主義仮説を設定して、家族が提供する
福祉を享受できる人とそうでない人との間に生じる福祉
意識の差を明らかにした。家族主義仮説によると、格差
是正の問題は、家族福祉を享受できる人にとっては重要
な問題ではなく、家族福祉を享受できない人にとっては
重要な問題である。つまり、日本のように家族主義が強
い社会では、自己利益やイデオロギー的選好の他に、家
族福祉という要因を考慮して福祉意識を研究する必要が
ある。
次に、福祉意識の両価性の問題を捉える観点に対する
含意とは、日本社会という文脈において、自由競争と格
差是正を同時に支持するという福祉意識の両価性は、矛
盾ではなく自然な帰結として理解できるのではないか、
というものである。このように考える理由は二つある。
一つ目の理由は、表１が示すように、自由主義者の割合
が四つの類型の中で一番大きい点である。日本社会で
は、自由競争と格差是正を同時に支持することは、特別
なことではないと言える。もう一つの理由は、本稿の分
析結果を自由至上主義者の観点から解釈した方がより分
かりやすいという点である。本稿では、自由主義者にな
るのはどんな人々なのかという観点から、自由主義者は
自由至上主義者に比べて、所得が低く、平等志向の信念
を持っていて、学歴が低く、家族福祉を期待できない
人々である、という知見を導き出した。これを自由至上
主義者の観点から言い直すと、自由至上主義者は自由主
義者に比べて、所得が高く、差別志向の信念を持ってい
て、学歴が高く、家族福祉を期待できる人々である、と
いうことになる。もし、日本社会で自由競争と格差是正
を同時に支持することが特別なことではないとすれば、
前者の説明より後者の説明の方が簡単で分かりやすい。
実際に、日本社会において福祉意識の両価性は自然な
帰結であるという説明もある。日本ではそもそも福祉か
反福祉かの政治的対立軸は存在しないという指摘がそれ
である（武川ほか２００６）。日本の福祉政策は国家官僚制
の主導権の下で遂行されてきたため、福祉をめぐっての
与野党の決定的な立場の違いはなく、例えば、保険料率
の水準を何パーセントにするかといった福祉のニュアン
スの違いがあるのみという指摘である。日本の福祉制度
がいわゆる５５年体制（升味１９６９）の保守政権のもと
で、国家官僚制が設定した枠組みから大きく逸脱するこ
となく発展してきたとすると、それは自由主義の理念の
もとで福祉国家が実現されてきたことを意味する。した
がって、日本人が福祉国家と自由競争を同時に支持する
ということは、特に不思議なことではない。つまり、そ
もそも格差是正と自由競争を同時に支持することは説明
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が必要な問題ではなくて、むしろ説明が必要なのは、自
由競争には賛成し、格差是正には反対する人々の存在で
あるということになる。
7 結論
本研究の意義は、日本人の福祉意識の重層的特徴を分
析し、その規定要因として家族主義的要因が持つ重要性
を明らかにした点と、分析結果の考察を通じて日本人の
福祉意識の両価性を捉える新しい観点を提案した点であ
る。
これまで家族主義的要因は、福祉意識を説明する要因
としてはあまり用いられてこなかったが、今後の研究で
は積極的に研究していく必要があるだろう。そして、福
祉意識の両価性の問題に関する考察で指摘したように、
日本人の福祉意識を研究することにおいて、何が矛盾し
ている意識で何が矛盾していない意識かを、理論的・実
証的に検討していくことが必要であろう。
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注
１） 福祉意識という用語について、本稿では武川らの議論
（武川ほか２００６）を参考に、福祉国家のあり方について
人々が抱く価値観や信念のことと定義する。
２） 家族主義（familism）という用語は、社会学では基本的
に家制度の原理を家族外の社会集団の構造原理に拡大適
用しようとする考え方や社会制度のことを意味する（濱
嶋ほか編２００５）。しかし、本稿では福祉社会学の文脈で
使用される意味で家族主義という用語を使用することに
する。つまり、家族主義とは、家族を福祉供給の中心と
する考え方で、国家の役割は家族が福祉供給源として機
能するための条件を整える役割に制限されるべきである
という考え方である（Van Kersbergen１９９５; Esping-
Andersen１９９０＝２００１）。
３）２０１５年 SSM調査データ使用にあたっては２０１５年 SSM調
査データ管理委員会の許可を得た。なお、分析に使用し
たデータのバージョンは、２０１７年２月２７日配布版であ
る。
４） 抽出ミスや死亡・転居・住所不明等の無効抽出票数を
除外して算出したものである。
５）「意見なし」カテゴリーを加えたモデルを考えることも
できるが、その分析結果は四つのカテゴリーからなるモ
デルの分析結果と実質的に差がなかったので、本稿では
後者の分析結果のみを報告する。
６） 父親の学歴達成の判定基準は次の通りである。旧制尋
常小学校・国民学校初等科、旧制高等小学校・青年学
校・尋常小学校高等科・国民学校高等科、新制中学校卒
以下を低学歴に、旧制中学校・高等女学校、実業学校、
新制高校卒以下を中学歴に、師範学校、旧制高校・専門
学校・高等師範学校、旧制大学・大学院、新制短大・高
専、新制大学、新制大学院、専修学校（高等課程、専門
課程）卒以上を高学歴に分類した。
７） 維新の党は、２０１５年 SSM調査実施時点では存在してい
たが、２０１６年に解党した。維新の党の後続政党は、日本
維新の会である。日本維新の会も維新の党と同じく、
「小さな行政機構」の実現を基本政策としている。
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